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はじめに

　アメリカ合衆国の大統領は憲法第２条によ

って定められた執行府の長ないしは全軍の最

高司令官として、議会の事前の承認がなくて

も戦争を開始できるとする見解に基づいた

「帝王的大統領制」の権限拡大に対して、連

邦議会は常に沈黙を守ってきた訳ではない。

1973 年、国民による反戦運動の高まりにも

関わらず、ベトナム戦争をインドシナ半島全

体に拡大したニクソン大統領を弾劾する気運

が高まると、議会は大統領の一方的な戦争権

限の行使に歯止めをかけるため、「戦争権限

決議（War Powers Resolution）１」を成立さ

せ、「アメリカ合衆国憲法起草者たちの意図

を実現すること」を誓ったのである２。

　では、議会が戦争権限決議で実現しようと

した「憲法起草者たちの意図」とは何だろう

か。ジェームズ・マディソンをはじめとする

憲法起草者たちは、「執行府こそがいちばん

戦争に関心を持っており、その誘惑に屈しや

すい」とする啓蒙主義的な洞察に基づき、同

時代のイギリス国王の特権であった宣戦布告

の権限を議会に配置するとともに（第１条第

8 節）、同じく国王の特権であった条約の締

結権や公務員の任命権を大統領と上院の間に

分割するなど（第２条第２節）、多くの権限

を執行府から立法府に移動させた３。このよ

うに、憲法の起草者たちは古い外交を行なっ

ていたイギリス君主制の伝統を断ち切り４、

全く新しい共和主義の理念を土台としなが

ら、「戦争という犬に鎖をかけること」をね

らいとして、新憲法を設計したのである。
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学者たちが編み出した「単一執行府論」、さ

らには、憲法起草者の１人であるアレクサン

ダー・ハミルトンの議論を援用しながらこれ

を対外関係の分野に適用したサイクリシュ

ナ・プラカッシュとマイケル・ラムゼイの「執

行府外務権限論」を取り上げたい。この理論

は、ロック、モンテスキュー、ブラックスト

ーンらの政治理論における「執行権」の概念

を援用しながら、議会の宣戦布告を伴わない

戦争を正当化する理論的余地を生み出した。

だが、これらの論者がいずれもイギリス君主

制を背景にして「執行権」の概念を構成した

ことを考えると、独立革命によって共和主義

の洗礼を受けたアメリカ憲法起草者たちが、

国王の大権を意味する「執行権」をそのまま

受け入れたとは考えられない。そこで本章で

は、この「執行府外務権限論」の根拠を検証

し、その問題点を洗い出したい。

　第 III 章では、戦争権限決議に最後通牒を

つきつけたジョン・ユーの議論を取り上げた

い。ユーは歴史学者ゴードン・ウッドの歴史

観に従い、アメリカ独立革命と連邦憲法制定

の間には政治的理論的な断絶があり、マディ

ソンら憲法起草者たちは実はイギリス君主制

をモデルとする貴族主義者だったとする立場

である。ユーここから、憲法起草者たちが大

統領を最高司令官とした際、彼にイギリス国

王と同じく「戦争を開始する権限」を与えた

はずだと説く一方、宣戦布告は単なる司法的

な手続きにすぎないとして、戦争権限決議の

息の根を止めようとしたのである。だが、彼

の言うとおりだとすれば、憲法起草者の１人

　それにも関わらず、戦争権限決議は「帝王

的大統領制」の論者たちの厳しい批判にさら

され、歴代の大統領は、これを大統領の執行

権を侵害する憲法に反する法として、その手

続きに従うのを拒否してきた。その結果、法

案成立から 40 年以上経った今、それがほぼ

「骨抜き」にされているということについて、

大まかな合意がある。では、「帝王的大統領制」

の論者たちは、一体なぜこうした憲法的チェ

ックの仕組みやそれを具体化する戦争権限決

議に反対するのだろうか。あるいは、彼らは

憲法のテキストや憲法起草者たちの意図をど

のように解釈しているのだろうか。もし彼ら

の解釈に問題があるとすれば、それはどこに

見出せるのだろうか。以下ではこうした問題

を念頭に置きながら、次の３つの章に分けて

考察を進めて行きたい。

　まず第 I 章では、ベトナム戦争の終わりに

かけて、上院外交委員会のイニシアチブで戦

争権限決議が制定された経緯と、その根拠と

なった宣戦布告の権限に込められた「憲法起

草者たちの意図」を概観したうえで、「帝王

的大統領制」を支持する論者たちが、一体い

かなる根拠で戦争権限決議に反対したのかを

見て行きたい。ここでは、大統領が議会の事

前承認を伴わずに行なったとされる武力行使

をリスト・アップして戦争権限決議に反対す

る上院議員バリー・ゴールドウォーター、彼

の法律顧問テリー・エマーソンらの議論を取

り上げたうえで、そこに大きな理論的な問題

が孕まれていることを指摘したい。

　第 II 章では、レーガン政権期に保守派法
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議会に全く相談することなく、これまで中立

を保ってきたカンボジアへの軍事侵攻を決行

した。これを受け、議会はトンキン湾決議の

撤回に踏み切ったが、国務省の法律顧問や一

部の学者が大統領は決議がなくても戦争を続

行できると反論したこと６、ベトナム戦争関

連の裁判で裁判所が「政治問題原則」を援用

して憲法判断を回避し続けたこと７、その際、

議会が戦費を拠出し続けていることが、大統

領のベトナム戦争を事実上支持しているもの

と解釈されたことから８、大統領の戦争権限

を包括的に規制する「戦争権限決議」の制定

を真剣に検討しはじめたのである。

　この法案については、第 91 回から第 93 回

会議にかけて、議会の上院外交委員会を中心

として徹底した討議が行なわれたが、ホワイ

トハウスと保守派議員の反対によって法案の

成立は難航し、1973 年１月にパリ和平協定

が結ばれてベトナム戦争が一応の終結を見た

時点でも、法案はまだ成立していないという

有様であった。だが、ニクソン大統領が北ベ

トナムにパリ和平協定を遵守させるという名

目でカンボジアを空爆するとともに、ウォー

ターゲート事件によって大統領を弾劾する気

運が高まると、議会はようやく重い腰を上げ、

1973 年５月、大統領の拒否権発動を乗り越

え る 絶 対 多 数 で、 戦 争 権 限 決 議（War 

Powers Resolution）を成立させたのである９。

　その際、上院外交委員会が憲法上の根拠と

したのは、議会に与えられた宣戦布告の権限

であった。議会が宣戦布告の権限を持つとい

うことは、大統領が軍隊を派遣するに際して、

であるハミルトンが、『ザ・フェデラリスト』

第 69 編で「（最高司令官に関する）大統領権

限は、イギリス国王の権限と名目上は同一で

あるが、実質においてはすこぶる劣っている」

と認めていることを説明できない。こうした

矛盾は、ユーの議論に根本的な欠陥があるこ

とを示唆しているのである。

　このように、アーサー・シュレジンガー２

世が主にトルーマンからニクソン政権に対す

る批判を念頭に置いて用いた「帝王的大統領

制」という用語は５、レーガン政権以降、「遅

ればせの反革命」とでも称すべき様相を呈し、

それがジョージ・W・ブッシュ政権の「テロ

との戦い」を経て、保守派の論客の間で現在

まで受け継がれている。だが、以下で順に説

明するとおり、共和主義的な憲法を構築して、

「戦争という犬に鎖をかける」ことをねらい

とする憲法起草者たちの意図に照らしたと

き、こうした議論を簡単に受け入れることは

できないのである。

Ⅰ．憲法起草者たちの意図と戦争権限決議を

めぐる論争

１．上院外交委員会と戦争権限決議の成立

　ベトナム反戦運動の高まりとジョンソン政

権の退陣を受け、ウィリアム・フルブライト

議員を委員長とする上院外交委員会は、議会

が 1964 年にベトナムへの軍事介入を容認し

たトンキン湾決議の撤回を検討していたが、

その矢先の 1970 年１月、ニクソン大統領は
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ある連合会議に付与されていた執行権をすべ

て新しく設立される執行府に与えることを提

案したが、サウス・カロライナ邦のチャール

ズ・ピンクニーは、連合会議の執行権には、

戦争や和平に関連する権限まで含まれている

ので、これらをすべて新たに設立される執行

府に与えてしまうと「最悪の君主制」を招く

ことになるだろうと警告した。また、同じく

サウル・カロライナ邦のラトレッジは、執行

府の長は１人にすべきだが、彼に戦争や和平

の権限を与えるべきではないと論じたのであ

る。

　さらに、「憲法の父」と言われたマディソ

ンに次いで重要な人物であったペンシルバニ

ア邦のジェームズ・ウィルソンは、アメリカ

大統領の執行権を定義するに際して、「イギ

リスの君主制は適切な案内役にならない」こ

と、「イギリス国王の大権の中には、立法的

な性質のものが含まれており、そこに戦争や

和平の権限が含まれる」と論じ、これについ

てマディソンが賛意を表明したことが記録さ

れている 11。こうした発言を受け、作業部会

は議会に「戦争を行なう（make war）」権限

を配置し、その後はこれを叩き台として議論

が行なわれることになったのである。

　上院外交委員会の委員たちが第２に注目し

たのは、この草案を叩き台として８月 17 日

に行なわれた議論である。ここでピアース・

バトラーは、大統領だけに戦争権限を与えて

も、彼は国民が望まない戦争をしないから危

険はないだろうと発言したのだが、こうした

バトラーの発言に対して、エルブレッジ・ゲ

議会がその是非を判断し、大統領がその判断

に従う必要があることを意味しているように

読めたからである。だが、憲法起草者の１人

であったハミルトンは、その当時すでに宣戦

布告が時代遅れになっており、ほとんど利用

されなくなっていたことを指摘していた。で

は、一体なぜ憲法起草者たちは、この規定を

設けたのだろうか。彼らは本当に議会に戦争

の是非を判断する権限を与えるつもりだった

のだろうか。それとも宣戦布告は単なる形式

であって、実質的な決定とは何も関係ないと

考えていたのだろうか。

　この点について明らかにするためには、憲

法のテキストや判例のみならず、1787 年に

各邦の代表者が集まって新憲法の草案を作成

したフィラデルフィア会議での議論、そこで

作成された草案をもとに各邦で開催された批

准会議での議論、マディソン、ハミルトン、

ジェイら憲法推進派の「フェデラリスト」た

ちが、ニューヨーク邦の市民に新憲法の利点

を説いた『ザ・フェデラリスト』などで展開

された議論を検証することが欠かせない。

　そこで上院外交委員会は、ラオウル ･ バー

ガーやアレクサンダー・ビッケルなどの学者

を招きながら 10、この点に関する徹底的な検

証を行なったのだが、そこで彼らが注目した

のは、次の３点であった。まず第１に注目し

たのは、1787 年に開催されたフィラデルフ

ィア会議の冒頭で、ヴァージニア邦のランド

ルフ知事が提出したヴァージニア・プランに

ついて、６月１日に行なわれた議論である。

ランドルフはこの提案で、連邦議会の前身で
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たのは、フィラデルフィアの憲法会議で作成

された草案をもとに、各邦で開催された憲法

批准会議である。とりわけ、ジェームズ・ウ

ィルソンが、ペンシルバニア邦の批准会議で

行なった次のような発言は、決定的であると

見なされた。

このシステムは私たちを戦争に急き立

てるものではありません。むしろ、そ

んなことをさせないためのものです。

（戦争という）苦難に私たちを巻き込む

権限を持つのは、たった１人の人間や、

一握りの集団ではありません。という

のも、宣戦布告という重要な権限は、議

会全体に与えられているからです 13。

　ここまでの議論で、フィラデルフィア会議

に集った憲法起草者たちが、宣戦布告を単な

る儀式とは考えていなかったこと、議会に宣

戦布告の権限を与えることによって、議会に

戦争の是非を判断する権限を与えるつもりで

あったことは明らかであるように見受けられ

る。上院外交委員会は憲法起草者たちの意図

をおよそ以上のように理解したうえで、議会

に宣戦布告の権限を与えた憲法第１条第８節

第 11 項、さらには、政府の権限を行使する

ために「必要かつ適切な一切の法律を制定す

る」権限を議会に与えた憲法第１条第８節第

18 項を根拠として、戦争権限決議を起草、

成立させたのである。

　当初、アメリカ憲法史上画期的と評された

この決議は、「憲法起草者たちの意図を実現

リーは、「共和国において、執行府だけに戦

争権限を与える提案を聞くとは思わなかっ

た」と批判したのである。バトラーの発言が

異例で孤立したものであったことは、彼と同

趣旨の発言がその後一切聞かれなかったこ

と、バトラー自身が後に自らの見解を変えた

ことからも伺える。

　また、同日に行なわれた議論で、マディソ

ンとゲリーは、大統領が「突然の攻撃」に対

して単独で反撃する権限を有することを明ら

かにするため、議会は「戦争を行なう（make 

war）」という文言を、「戦争を宣言する

（declare war）」という文言に修正する提案

を行なったが、コネチカット邦のロジャー・

シャーマンはこの修正動議に反対し、「執行

府が戦争を開始できるようにするべきではな

い」、「宣言だと議会の権限が小さくなりすぎ

る」として反発、同じく反対の意見を表明し

たヴァージニア邦のジョージ・メイソンは、

「執行府は信用できないので、戦争権限を与

えるべきではない」、彼は戦争を「促進」す

るのではなく、「滞らせる」ことに賛成だと

発言した。このように、マディソン＝ゲリー

の修正動議については議論が分かれたが、ル

フス・キングが、戦争を行なう（make war）

という表現だと、議会が戦争を開始するだけ

でなく、戦争を遂行する（conduct war）権

限まで含むと誤解されやすいという指摘を行

なった結果、修正は受け入れられ、最終的に

「戦争を宣言する」という表現に落ち着いた

のである 12。

　上院外交委員会の委員たちが第３に注目し
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ールドウォーター、彼の法律顧問であったテ

リー・エマーソンら「帝王的大統領制」を支

持する論者らによる厳しい批判にさらされた

が、彼らは一体何を根拠にこの法律を批判す

るのだろうか。その内容は多岐に渡るが、そ

の大まかな輪郭は、ニクソン大統領本人が回

想録の中で表明した次のような見解によって

知ることができる。

ベトナム戦争の後、議会は限定的かつ

非通常型の戦争を遂行する能力を徹底

的に削減する法案を通過させることに

よって、大統領に全面戦争か全面敗北

かの二者択一を迫ろうとしたのである。

戦争権限法は、大統領が危機の際に迅

速かつ秘密裡に行動することを不可能

にし、議会に、ただ何もしないで―大

統領の行動に賛成、反対のいずれの決

議案も出さないで―軍隊を撤兵させる

ことを可能にするものである 14。

現代世界における事件のスピードと性

質は、大統領が状況に応じて、持てる

軍事力と知力の全てを使って迅速に行

使する能力を持つことを、これまでよ

りさらに重要にしている。大統領は、議

会の 535 名の議員がこうした迅速で困

難な決定を彼のために下すのに、付き

合ってはいられないのだ 15。

ここでニクソンは、大統領に「限定的かつ非

通常型の戦争を遂行する能力」があることを

すること」を目的として掲げ（第２節（a））、

大統領が最高司令官としての権限を行使して

軍を利用できるのは、（議会による）宣戦布

告がある場合、制定法による承認がある場合、

アメリカの領土、財産、軍への攻撃によって

生み出された緊急事態の場合に限られるとし

た（第２節（c））。しかも、こうした憲法的な

チェックを確実なものとするため、大統領は

軍を利用する際に議会と相談すること（第３

節）、議会の宣戦布告がないまま軍を派遣し

た場合は、48 時間以内に下院議長と上院の

大統領代行に報告書を提出することが義務づ

けられたのである（第４節（a））。

　さらに、報告書を受け取った議会は、宣戦

布告を出すか、法を新たに制定してそれを承

認するかどうかを決めなければならず、議会

がいずれの行動も起こさない場合、大統領は

60 日以内（あるいは、大統領が軍の安全の

ために必要と見なす場合は 90 日以内）に軍

の利用を終了する義務を負うとされた（第５

節（b））。ただし、議会は第５節（b）の手続き

に縛られる訳ではなく、必要ならいつでも両

院合同決議（concurrent resolution）を出し

て、軍の撤退を命じることができると規定し

（第５節（c））、議会の立法権で「帝王的大統領」

を縛りつけたのである。

２．「宣戦布告を伴わない戦争」のリスト

　さて、この戦争権限決議は、ニクソン大統

領をはじめとして、国務省長官ウィリアム・

ロジャーズ、タカ派の上院議員のバリー・ゴ
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たちが最高司令官としての権限を大統領に与

えたのは、「政治的結果のことだけを気にか

けている議会よりも、その時々の政治に煩わ

されることのない大統領の方が、戦争をより

賢明に指揮できると考えたから 19」だとした

うえで、議会が大統領の最高司令官としての

権限に干渉すべきではないと主張したのであ

る。

　さて、アメリカは議会の承認を得ないまま、

これまで 100 回以上も武力行使をしてきたと

するゴールドウォーター＝エマーソンの主張

は、憲法学者、政治学者、歴史学者を巻き込

んだ大論争を引き起こし、現在ではその大部

分が、戦争に至らない単なる武力行使の威嚇、

大統領、海軍省・戦争省長官の関知しないと

ころで現場の指揮官が行なった武力行使、あ

るいは、海賊や盗賊との争いなどの小規模な

ものだったことが判明している 20。この点に

ついては今でも論争があるが、本論ではこう

した論争には立ち入らず、ゴールドウォータ

ー＝エマーソンの拠って立つ憲法観それ自体

に大きな問題があることを示したい。

　まず最初に確認しておきたいのは、議会が

戦争権限決議を成立させた目的は、大統領が

戦争を始める際、議会による承認は必要ない

とする見解が公式に主張されはじめた朝鮮戦

争以降の政府の慣行が、ベトナム戦争という

悲惨な結果を招いたことから、それを反省し

て見直すためであり、単にこれまでの慣行を

追認しようとするものではないということで

ある 21。それにも関わらず、ゴールドウォー

ター＝エマーソンらは、「議会の承認を伴わ

前提にして、「迅速かつ秘密裡」に行動する

ことの必要性を訴えているが、憲法上、議会

の宣戦布告を伴わずに、そのような戦争を遂

行することは許されるのだろうか。

　タカ派のバリー・ゴールドウォーター上院

議員は、「アメリカは建国以来少なくとも

197 回武力を行使してきたが、宣戦布告をし

たのはたったの 5 回であり、議会が宣戦布告

やその他の方法で事前に承認を与えず、執行

府だけのイニシアチブで行なってきた武力行

使が 111 回もある」という理由で、議会は宣

戦布告の権限を根拠として大統領を縛りつけ

るべきではないと論じた 16。ゴールドウォー

ターの法律顧問であったテリー・エマーソン

も同様に、「これまでの歴史を見ると、アメ

リカ人の生命、財産、海外における重要な利

益への脅威が生じた場合、大統領が自衛のた

めに、議会による宣戦布告やその他の政策的

な制限を伴わずに、武力の行使や武力行使の

威嚇を行なってきた事例に事欠かない 17」と

指摘している。

　また、こうした「帝王的大統領制」の論者

たちは、議会の承認を伴わない武力行使を正

当化するに際して、政府の慣行だけでなく、

大統領の最高司令官としての権限に訴えるこ

とも忘れなかった。例えば、ゴールドウォー

ターは「統治に関するあらゆる業務の中で、

戦争指揮こそは、一人の人物による権力行使

をとくに最大限要求する性質のものであ

る 18」と指摘したハミルトンの言葉を援用し

て、最高司令官をトップとする指揮命令系統

の機能的な優位を説くとともに、憲法起草者
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行使」のリストが歴史的な事実であるかどう

かという問題と、それが憲法規範として認め

られるかどうかという問題は全く別問題であ

り、仮にリストが事実だとしても、「議会の

承認を伴わない武力行使」は憲法違反だとい

う見解を取ることは十分可能である。それに

も関わらず、ゴールドウォーター＝エマーソ

ンらはこの事実と規範の区別を認めないので

ある。

　私たちはこうした彼らの見解の中に、政府

の慣行をそのまま受け入れて憲法規範にまで

高めようとする中世的な憲法観の残滓を見出

すことができる訳だが、アメリカ憲法の起草

者たちが、戦争に明け暮れたイギリス君主制

の古い慣行を拒絶して、宣戦布告その他の戦

争や和平の権限を立法府に配置したことに見

られるように、憲法の意義の１つは、従来の

慣行を批判的に反省し、合理的な基礎の上に

政府の統治機構を打ち立てることにある 25。

ゴールドウォーター＝エマーソンの議論は、

こうした啓蒙主義的な憲法観からの逸脱が見

られるという点において、問題だと言わなけ

ればならないのである。

　このように、「帝王的大統領制」の論者た

ちの議論が、政府の慣行を単にそれが慣行で

あるという理由だけで遵守しようとする中世

的な憲法観に立つものである限りにおいて批

判を免れないのだとすれば、彼らの議論に残

されるのは、多人数で長時間に渡る討議を行

なう議会に対して、ただ１人の大統領をトッ

プとする執行府が持つ迅速性や機密性といっ

た組織経営的合理性の観点から正当化される

ない武力行使」のリストを提出して、それが

政府の慣行だという理由で遵守すべきだとし

ているが、政府の慣行に正当性が認められる

ためには、最低でも（a）慣行が体系的であ

ること、（b）議会がその慣行をそれと知っ

て受け入れていること、（c）その慣行が明白

な憲法の規定に反していないことが必要とさ

れるであろう 22。

　仮にゴールドウォーター＝エマーソンが主

張するように、この慣行が体系的であって（a）

の要件を満たすとしても、議会自体が戦争権

限決議を出している訳であるから、（b）の

要件は満たされないし、（c）の合憲性につい

ても大きな問題が残されている。こうしたな

か、単に慣行が繰り返されているというだけ

では、それを憲法規範として認めるべきだと

いう理由にはならない。憲法学者のアレクサ

ンダー・ビッケルが指摘したように、「単に

繰り返すだけで、違法が合法になることはな

い 23」のである。

　また、この「議会の承認を伴わない武力行

使」のリストについて論争があることは先に

述べたとおりだが、仮にここでリスト・アッ

プされた事例がすべて事実であり、その妥当

性が認められるとしても、それは「執行府こ

そがいちばん戦争に関心を持つ」のだとする

憲法起草者たちの洞察を確証するものとな

り、戦争権限決議に反対するどころか、逆に

この法律によって立法府のチェック機能を強

化すべきことを示すデータとして援用できる

であろう 24。

　このように、「議会の承認を伴わない武力
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フランスとの戦争に直面して出した「中立宣

言」をめぐる憲法論争を参照しなければなら

ない。

　1793 年、革命によって獲得した自由をヨ

ーロッパ全土に拡大しようとするフランス政

府を相手としてイギリスが戦争を開始する

と、ワシントン大統領はアメリカがこの戦争

に巻き込まれて経済的に疲弊することを避け

るため、「中立宣言」を出した。アメリカは

1778 年にフランスと友好通商条約を結んで

おり、これがまだ有効であったこと、国内に

は国務省長官ジェファーソンをはじめとして

フランスに同情する者が多かったことから、

世論は激しく対立していた。それにも関わら

ず、大統領は議会を召集することもなく、閣

僚の同意だけを取りつけて宣言を出したこと

から批判が噴出し、それが憲法論争へと発展

して行ったのである。

　争点となったのは、議会は宣戦布告の権限

を持っているのだから、戦争の是非を判断す

るのも議会の仕事であって、大統領１人の判

断で「中立宣言」を出すことは憲法違反では

ないか、そんなことをすれば議会の宣戦布告

の権限は有名無実化してしまうのではないか

という問いであった。これについて、ワシン

トン大統領を弁護する立場から「中立宣言」

の合憲性を訴えた財務長官のハミルトンは、

「パシフィカス」という筆名を使って、新聞

紙上で次のような議論を展開したのであ

る 27。

　ハミルトンはまず、どの政府機関が「中立

宣言」を出す権限を持っているのかという問

大統領の最高司令官としての権限だけになる

だろう。だが、この点について論じる前に取

り上げたいのは、単なる慣行ではなく、憲法

によって大統領に与えられた「執行権」で「宣

戦布告を伴わない戦争」を正当化しようとす

る議論である。

Ⅱ．レーガン政権期の「単一執行府論」と「執

行府外務権限論」

１．「単一執行府論」と「執行府外務権限論」

　「憲法起草者たちの意図を実現すること」

をねらいとする戦争権限決議に対するさらな

る挑戦は、思いもかけない方向からやってき

た。法案の成立からおよそ 10 年後、レーガ

ン政権を支えた保守派の法律家たちは、「帝

王的大統領」を縛りつけようとする議会の「枠

組み立法」に対抗するため、司法省長官エド

ウィン・ミーズ３世を中心としてさまざまな

独創的な理論を構築したが、その中心的役割

を果たしたカラブレシとプラカッシュの「単

一執行府論（unitary executive theory）」が、

対外関係の分野にまでスピン・オフして「執

行 府 外 務 権 限 論（executive power over 

foreign affairs）」を生み出し、大統領の権限

を拡大解釈するための突破口を開いたのであ

る 26。では、「執行府外務権限論」とは何で

あり、それが戦争権限決議とどのように関わ

るのだろうか。この理論を理解するためには、

憲法制定直後に成立した初代ジョージ・ワシ

ントン政権下において、大統領がイギリスと
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はない。そもそも執行権を完全に列挙するこ

とには大変な困難が伴うので、執行権を定義

する際には、自然と一般的な用語を使わざる

を得なくなる。よって、第２条に見られるよ

うに、総論的な規定が先に来て、各論的な規

定がその後に続く場合、各論的な規定をもっ

て、総論的な規定の代わりに用いることはで

きないと指摘したのである。

　ハミルトンは自らの憲法解釈が正しいこと

を示すため、さらに第１条第１節と第２条第

１節の文言の違いに注目する。すなわち、第

１条第１節では、「この憲法によって与えら
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

れる
4 4

立法権は、すべて（略）議会に付与され

る」となっているのに対し、第２条第１節は

「執行権はアメリカ合衆国に付与される」と

なっているだけで、「この憲法によって与え
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

られる
4 4 4

」という限定がついていない。これは

つまり、第２条第３節以下で列挙されている

権限で執行権の全てが尽くされている訳では

ないこと、条約締結権や公務員任命権が執行

権の例外であって、それらは厳格に（制限的

に）解釈すべきことを示していると言うので

ある 28。

　後にレーガン政権の法律家たちは、こうし

たハミルトンの理論をより精緻化して、これ

を「単一執行府論」と呼んだが 29、プラカッ

シュとラムゼイは、この「単一執行府論」を

用いれば、憲法に列挙された権限だけでは説

明がつかないが、政府が建国以来行使してき

た数多くの「外務権限」をうまく説明できる

ことに気がついた 30。例えば、憲法に列挙さ

れている権限だけでは、誰が外交政策を立案

いについて、「正しく考える人なら、それが

立法府や司法府ではなく、執行府に属するこ

とがすぐに分かるだろう」と言う。というの

も、立法府や司法府は「アメリカと外国の交

渉を行なう機関ではないし、条約の締結や解

釈の責任も課せられていない」からである。

彼はこれに続けて、大統領がこうした権限を

持っていることを示す結論を憲法から自然に

導き出せると言う。その根拠となる条文は、

「執行権はアメリカ合衆国大統領に付与され

る」と規定した第２条第１節であり、大統領

はこれによって一般的な執行権を付与された

のであるから、これに基づいて「中立宣言」

を出すことに何も問題はないとしたのであ

る。

　では、第２条第３節以下で列挙されている

大統領の権限については、一体どう考えれば

よいのだろうか。ここには、軍司令権、意見

聴取権、恩赦権（第３節第１項）、条約締結権、

公務員任命権（第２項）、臨時の任命権（第

３項）をはじめとして、具体的な権限が列挙

されているが、これは憲法起草者たちが大統

領の権限を網羅的に列挙して、それを限定す

るつもりだったことを示しているのではない

だろうか。ハミルトンによると、ここに具体

的な権限が列挙されているからといって、大

統領の執行権が限定されると考えるのは誤り

である。これらの規定は、例えば条約の締結

権や公務員の任命権など、大統領に与えられ

た執行権のうち、議会と共有するものだけを

例外としてリスト・アップしたものにすぎず、

執行権の一般性を損なうものと解釈すべきで
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領の「執行権」には、第２条第１節で与えら

れた包括的な「執行権」から、第３節以下で

列挙された権限を差し引いた「残余」の権限

があることを認める、（b）大統領の執行権は、

例えば宣戦布告の権限など、他の機関に明示

的に割り当てられている権限によって制約さ

れる、（c）議会が持つ外務権限は、大統領が

持つ外務権限から派生したものにすぎない、

よって、例えば議会は外国と関係を取り結ん

だり、外交政策の方針を宣告することはでき

ない、（d）大統領の外務権限は、伝統的な

執行権に含まれない権限、例えば、歳出権に

は及ばない 34。

　ここで私たちは、綱領の（a）からプラカ

ッシュとラムゼイが「単一執行府論」をその

土台にしていることを確認できる訳だが、本

論の文脈において重要になってくるのは、こ

れによって生み出された大統領の「残余的」

執行権である。綱領の（b）や（d）からす

ると、大統領の外務権限の中には宣戦布告の

権限は含まれず、議会の歳出権にも及ばない

ので、憲法的なチェックは十分であるように

見受けられる。だが、実は第Ⅰ章で触れたゴ

ールドウォーター＝エマーソンら「帝王的大

統領制」の論者たちも、宣戦布告の権限や歳

出権が議会にあるということ自体は認めてお

り、彼らが戦争権限決議を問題としたのは、

それが「宣戦布告を伴わない戦争」など、憲

法上に列挙されていない権限の行使まで制約

しているからであった。そこで彼らは政府の

慣行によってこれらを正当化しようとして大

きな問題に直面したのだが、「執行府外務権

する権限を持つのか、それが大統領なのか議

会なのかが明らかではない。また、条約を締

結する権限については明らかにされている

が、条約を終結させる権限についてはどこに

も言及がない。また、大統領は条約だけでな

く、上院の賛成を必要としない執行合意

（executive agreement）と呼ばれる政府間合

意も利用してきたが、これについても憲法上

の定めはどこにも見当たらない。さらに言え

ば、大統領には外交使節を接受する権限があ

ることが憲法上明記されているが、ワシント

ン大統領が出した「中立宣言」など、アメリ

カの外交政策の方針を海外に宣告する権限が

誰にあるのかも明らかではない 31。

　これまで「大統領主義者」たちは、カーチ

ス・ライト判決の傍論という形で述べられた

ジョージ・スザランド判事の説などを援用し

て 32、これらを大統領の「内在的」権限とし

て説明してきたが、こうした憲法外
4

の権限が

あるという考え方は、建国期の歴史に照らし

て問題が多いことが指摘されている 33。だが

その一方で、これらを憲法内
4

に列挙された個

別具体的な権限に即して説明しようとする

と、先に述べた重要な外務権限が憲法から取

り残されてしまうことになる。ここからプラ

カッシュとラムゼイは、憲法起草者たちがこ

れほど重要な権限を取り残したはずがないと

推論し、「単一執行府論」を対外関係の分野

にまで拡大した「執行府外務権限論」を提唱

したのである。

　「執行府外務権限論」の綱領は、次の５つ

の原則にまとめられる。すなわち、（a）大統
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うに考えない。というのも、憲法起草者の間

ではジョン・ロックの『市民政府二論』、モ

ンテスキューの『法の精神』、ブラックスト

ーンの『英法釈義』などの著作が共通のテキ

ストとして読まれていたが、これらの論者は

すべて「執行権」の中に幅広い戦争、和平、

外交の権限を含めて考えていた。したがって、

憲法起草者たちが大統領制を設計した際に

も、こうしたヨーロッパの「執行権」の概念

を土台にしていたはずであり、そのように考

えれば、「ご都合主義」だという批判は当た

らないとしたのである。

　実は、アメリカ大統領の権限、とりわけ戦

争、和平、外交の権限について、ロック、モ

ンテスキュー、ブラックストーンを参照すべ

きだとする議論は、プラカッシュとラムゼイ

が最初に行なった訳ではなく、大統領制研究

の権威であったエドワード・コーウィンらが

同じような指摘を行なっている 36。また、も

う少し最近では、政治学者のハーベイ・マン

スフィールドが、マキャベリ『君主論』の系

譜に、ロック、モンテスキュー、そしてアメ

リカ憲法起草者たちの「執行権」の概念を位

置付ける試みを行ない 37、「精力的な執行府」

を確立しようとするレーガン政権の法律家た

ちに影響を与えたことが知られている。

　通常、ロックはフィルマーの王権神授説を

否定し、人民が社会契約によって政府を構成

することを認めた論者、モンテスキューは、

フランス絶対王政を批判して権力分立を説い

た論者、ブラックストーンは絶対王政ではな

く、「議会主権」の立場から法を実証主義的

限論」はこれをすべて（a）の大統領の「残

余的」権限で正当化する理論的可能性を示唆

するのである 35。

　また、大統領は（a）で条約を終結する権限、

（c）で外交政策を宣告する排他的な権限を与

えられる訳であるが、大統領がこの権限を用

いて外国との関係を敵対的なものとすれば、

議会を宣戦布告へと追い込むことすら可能に

なるであろう。つまり、一見すると穏健で中

立的であるかのように見えるが、実は「執行

府外務権限論」は大統領による軍の利用をす

べて議会の承認にかからせようとした戦争権

限決議の「骨抜き」をより一層加速させるも

のなのである。

　ところで、たしかにプラカッシュとラムゼ

イが指摘したように、「執行府外務権限論」

を用いれば、外交政策を立案する権限、条約

を終結する権限、執行合意の権限、外国に対

して外交政策の方針を宣告する権限など、こ

れまで議会と大統領の間で激しく争われてき

た権限を、大統領の「残余的」権限によって

うまく説明できるかもしれないが、これらは

憲法制定以降に発生した問題であり、憲法起

草者たちといえども万能ではないのだから、

未来に発生する問題をすべて予測することは

できなかったはずである。

　だとすれば、憲法起草者たちがこれらすべ

てを余すことなく憲法に盛り込んでいたはず

だとする発想から出てきた「執行府外務権限

論」は、現代の時点から 18 世紀の憲法を合

理的に解釈するご都合主義にすぎないように

見えるが、プラカッシュとラムゼイはそのよ
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２．イギリス君主制の「執行権」とアメリカ

憲法起草者たち

　では、憲法起草者たちは、本当にロック、

モンテスキュー、ブラックストーンを通じて、

イギリス君主制の「執行権」の概念を受け入

れたのだろうか。この問いを考察するに際し

てまず確認しておきたいことは、憲法起草者

たちは、自分たちが置かれた特異な状況に対

応するため、人類史上全く見られない新しい

「政治科学（political science）」の理論と実践

に関わっているという自覚と自負を持ってお

り、ロック、モンテスキュー、ブラックスト

ーンの議論をそのまま受け入れるつもりは毛

頭なかったということである 41。そもそも、

イギリスは身分制を基礎とする混合政体であ

り、国王の「執行権」もその土台の上に成り

立つものであったことを考えると、身分制の

ない共和主義のアメリカで、同じ「執行権」

の概念を採用できたはずはなかったのであ

る 42。

　事実、アメリカ独立革命の火付け役となっ

たトマス・ペインの『コモン・センス』が、

国王を「専制政治の遺物」と一蹴したうえで、

「人民が任せることを恐れる権力を、また常

に抑制しなければならない権力を、どうして

国王が手に入れたかは大きな疑問だ。そんな

権力は賢明な人民の贈り物であるはずがない

し、また抑制しなければならないような権力

が神から授けられるはずもない 43」として、

国王の権威に正面から挑んだことからして

も、憲法起草者たちが国王の「執行権」をそ

に論じたコモン・ローの法律家だと理解され

ている。このような理解からすると、これら

の論者が、戦争、和平、外交に関する権限を

「執行権」に分類したと容易に信じることは

できないかもしれない。というのも、当時の

ヨーロッパにおいて、「執行権」とはすなわ

ち国王の特権を意味したのであり、その国王

は自らの名誉や私的な利害のために戦争を繰

り返していたからである。

　だが、原典をひも解いて見ると、意外なこ

とにプラカッシュとラムゼイの指摘はほぼ正

しいことが確認できる。例えば、ロックは「戦

争と和平、盟約と同盟、その他すべての交渉

を 行 な う 権 限 」 を「 連 合 権（federative 

power）」と呼び、その権限は国内で法を執

行する権限を持つ人物（つまり国王）と同じ

人物によって行使されるべきだとしてい

る 38。また、モンテスキューは、執行権に「万

民法に属する事項の執行権および公民法に属

する事項の執行権」の２種類あることを認め、

「（前者の）権力によって、彼は講和または戦

争をし、外交使節を派遣または接受し、安全

を確立し、侵略を予防する」としている 39。

さらにブラックストーンは、国王の特権の中

に「外国に大使を送り、自国で大使を接受す

る権限」、「外国の君主と条約や同盟を結ぶ権

限」、「戦争と和平を行なう権限」、「国民に外

国に対する復仇行為を許可する権限」が含ま

れるとしているのである 40。
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簡で「大統領はたしかに偉大だが、それは連

邦の威厳と力を示すだけで、潜在的な特権は

ないし、法によって定義され授権された以外

の権限は持たない」、リチャード・ヘンリー・

リーへの書簡の中で「大統領の権限は定義さ

れており、潜在的な特権は残されていない」

とはっきりと述べている 48。また、ジェーム

ズ・ウィルソンは、ペンシルバニア邦の批准

会議で「（大統領の）性質には特権は１つも

付加されておらず、彼は個人として法に服す

ることは言うまでもなく、公職においても弾

劾権によって法に服せしめられる」と述べた

ことで知られている 49。

　さらに、もう少し一般的に言うと、「アンチ・

フェデラリスト」たちは、イギリスに見られ

るような権利章典がアメリカ憲法にないこと

を批判してきたが、これに対して「フェデラ

リスト」は、イギリスの権利章典は国王大権

を制約するものであるのに対し、アメリカで

はそもそも「人民は何ものも譲渡せず、すべ

てを確保している」のだから、とくに権利を

留保する必要はないと論じた 50。こうした議

論の背後には、イギリスでは国王が特権を保

有していることを前提にして、その権限を削

り取るのが権利だと考えられているのに対

し、アメリカではそもそも大統領が特権を保

有していないので、そこからわざわざ権利を

削り取る必要がないとする考え方がある。私

たちはこうした「フェデラリスト」たちの議

論から、彼らがイギリス君主制の「執行権」

の概念を受け入れるつもりが全くなかったこ

とを知ることができるのである。

のまま受け入れたと考えることはきわめて難

しいことが分かる。独立宣言の署名者で、第

２代大統領を勤めたジョン・アダムズが指摘

したように、アメリカ革命の本質は、「イギ

リス国王への忠誠心と愛情の喪失」にあった

のである 44。また、たしかにロック、モンテ

スキュー、ブラックストーンは憲法制定のプ

ロセスで何度も参照され、引用されているが、

彼らはアメリカで新たに設立しようとしてい

た共和主義的な政府を正当化するため、部分

的に引用されたにすぎなかったのであり、例

えばロックの「連合権」がアメリカに受け入

れられた証拠はどこにもないのである 45。

　また、アメリカでは植民地時代の総督がイ

ギリス国王の任命による「天下り」であった

ことから、執行府を「自由の天敵」、議会を「自

由の友」とする見解が支配的であったた

め 46、各邦の憲法では立法府が優位となり、

執行府の長にイギリス国王の特権を認めない

と明記する邦もあった 47。さらに、連邦憲法

の制定に際して各邦で開催された憲法批准会

議、それに関連して交わされた議論や『ザ・

フェデラリスト』においても、大統領がイギ

リス国王の大権を持たないことを示す発言が

数多く見られた。

　例えば、ハミルトンは『ザ・フェデラリス

ト』第 67 編で、大統領とイギリス国王は同

類であるという主張を、「想像上の作り事」、

「誤った根拠のない示唆」だと表現している。

また、最も広範な討議が行なわれたヴァージ

ニア邦において、「フェデラリスト」のエド

モンド・ペンデルトンは、マディソンへの書
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合衆国に委任されず、かつ州に禁止されなか

った権限は、各州それぞれに、または人民に

留保される」と規定する修正第 10 条へと結

びついて行くことになったのである。

　私たちはここに、人々を最高の権威とする

人民主権論と、州レベルに主権の一部を残す

連邦主義を見る訳であるが、こうした理念か

らすると、憲法制定に反対した「アンチ・フ

ェデラリスト」だけでなく、憲法制定を推進

した「フェデラリスト」の側でも、「単一執

行府論」が受け入れられていたとは到底考え

られない 54。というのも、仮にそうだとすれ

ば、それはアメリカの人々自身や邦議会がイ

ギリスの国王と同じ「執行権」を自ら望んで

アメリカの大統領に白紙委託したことを意味

するが、独立革命によって概念的な「国王殺

し」を選択したアメリカの人々が、そんなこ

とをしたとは考えられないからである。

　第２に、プラカッシュとラムゼイは、戦争、

和平、外交の権限が「執行的性質」であるこ

とについて憲法起草者の間に合意があったと

するが、これではなぜフィラデルフィアの憲

法会議で、ジェームズ・ウィルソンが従来は

イギリス国王の特権であった宣戦布告の権限

を「立法的性質」のものとし、ハミルトンが

『ザ・フェデラリスト』第 75 編で、条約締結

権について、「執行的性質よりも立法的性質

をより多く持っている 55」と表現したのか、

全く説明がつかなくなってしまう。この点に

ついてプラカッシュとラムゼイは、憲法起草

者たちはイギリス君主制の「執行権」の概念

をいったん受け入れたうえで、その一部を例

　だが、その結果として、憲法起草者たちは

困った状況に立たされることになった。とい

うのも、イギリス君主制の「執行権」を拒絶

した結果、彼らは共和主義的な政府の執行府

はどのような権限を持つべきかという、これ

までには考えたことすらなかった問いに直面

し、執行府の長をどのように呼んでよいかす

ら分からなかったからである 51。彼らの間で

は、執行権に「法を執行する」権限、公務員

を任命する権限が含まれることに異論はなか

ったが、それ以外については全く見当がつか

なかった 52。そのため、政府の多くの外務権

限について、それが立法権と執行権のどちら

に分類されるのかについて、逐条的に議論が

行なわれたのである。

　さて、このような観点からプラカッシュと

ラムゼイの「執行府外務権限論」をより詳し

く見て行くと、次のような問題点が浮かび上

がってくることが分かる。まず第１に問題と

なるのは、マディソンの『ザ・フェデラリス

ト』第 45 編における議論との整合性である。

憲法制定に反対していた「アンチ・フェデラ

リスト」たちは以前から、新憲法を制定する

ことによって邦が完全に全国政府に吸収され

てしまい、全国政府の権限拡大に歯止めがか

からなくなることを懸念していたが、マディ

ソンはこれに応答する文脈で、「提案されて

いる憲法によって、連邦政府に委託される権

限は、数が少なく限定されている。州政府に

残る権限は無数で制限がない 53」と述べ、「ア

ンチ・フェデラリスト」の懸念に根拠がない

ことを示し、それが後に「この憲法によって
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　先述したように、ハミルトンは外交交渉な

どの外務権限を大統領の一般的な「執行権」

で正当化したうえで、議会に与えられた宣戦

布告や条約締結権はその「執行権」の例外に

すぎず、制限的に解釈すべきであるから、議

会には中立宣言を出す権限はないと論じた。

これに対してマディソンは、議会に与えられ

た宣戦布告の権限や条約締結権は立法的な性

質のものであり、その中には戦争の是非を判

断する権限も含まれているのだから、大統領

が議会に相談もなく一方的にフランスとの条

約を解釈して、中立を宣言することは違憲だ

と反論したのである 58。マディソンはこれに

続けて、宣戦布告や条約締結権がもともと執

行的な性質のものであるとする解釈は憲法制

定時には受け入れられていなかったうえに、

ハミルトン自身もこれらが立法的な性質であ

ることを認めていたと指摘する 59。では、ハ

ミルトンは一体何を根拠として、それとは相

反することを言いはじめたのだろうか。

　マディソンはこの問いについて、ハミルト

ンがロックやモンテスキューの理論を参照し

ているのではないかという疑いを投げかけ

た。というのも、先述したように、イギリス

の君主制を背景にして理論を形成したこれら

の理論家たちは、外務権限を「執行権」の中

に含めて考えているからである。だが、同じ

くマディソンによれば、アメリカが独立する

前に理論形成を行なったロックやモンテスキ

ューは、アメリカで行なわれた共和主義の実

験と、そこから得られた貴重な経験を反映し

ていない。また、彼らの議論はイギリス政府

外的に議会や上院に配置したのだと反論する

が、これではなぜこうした例外が設けられた

のかをうまく説明できない 56。

　こうした解釈上の不自然さを克服するため

には、やはり憲法起草者たちが、共和主義的

な政府にふさわしい新たな執行権の概念を模

索していたと考えるしかない。すなわち、ア

メリカ独立革命によって、「執行権」に分類

されることが明らかだったはずの宣戦布告の

権限や条約締結権の位置づけに混乱が生じた

ため、全く新しい共和主義を言わば「作業仮

説」として、改めてこれらの権限を吟味して

分類し直す必要に迫られた。ウィルソンやハ

ミルトンらが宣戦布告の権限や条約締結権の

分類そのものを主題化したのも、こうした見

直し作業の一環であったと考えることができ

るのである。

　プラカッシュとラムゼイの議論に見られる

第 3 の問題は、ハミルトンが「パシフィカス」

という筆名で「中立宣言」の合憲性を訴えた

行なった議論に対し、マディソンが国務長官

ジェファーソンの依頼を受けて「ヘルビディ

ウス」という筆名で行なった反論に正当な評

価を与えていない点である。この時期、ジェ

ファーソンやマディソンは、ワシントン大統

領とハミルトン財務長官が執行府の権限を増

大させていることに警戒感を強めており 57、

「中立宣言」もそのような文脈で捉えていた。

そこで彼らはハミルトンに反対する論陣を張

ったのだが、以下で見るように、これが「執

行府外務権限論」に対する最大の反証になっ

ているのである。
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ようとする憲法起草者たちの意図をどのよう

に解釈しているのだろうか。以下ではこれら

の点について見て行くことにしたい。

Ⅲ．「精力的な執行府」と大統領の最高司令

官権限

１．「戦争を開始する」権限と「戦争を宣言

する」権限

　1973 年に上院外交委員会が戦争権限決議

を成立させたとき、根拠としたのは憲法第１

条第８節によって議会に与えられた宣戦布告

の権限であった。第Ⅰ章でも見たように、宣

戦布告の習慣はすでに 18 世紀の時点で時代

遅れになっていたと考えられるが、フィラデ

ルフィア憲法会議や各邦で開催された批准会

議のやり取りを検証すると、憲法起草者たち

がこの権限に新たな意味を与え、これを議会

に配置することで、「国民を戦争へと急き立

てない仕組み」を作ろうとしたことが明らか

であるように見受けられたのである。

　戦争権限決議に反対していた「帝王的大統

領制」の論者たちも、議会に宣戦布告の権限

があること自体は否定せず、「宣戦布告を伴

わない戦争」といった、宣戦布告の射程外に

位置すると見られるカテゴリーの存在を強調

してきた。彼らにとって議会の宣戦布告の権

限は、マディソンの言う「紙の上にかかれた

障壁」のようなものであり、その壁を乗り越

えられなかったからこそ、政府の慣行や大統

領の「残余的」執行権などの理論を使って、

への忠誠心によって歪められており、それは

「偶像崇拝」にすら近いものであった 60。マ

ディソンはこのように論じて、ハミルトンの

一見穏健に見える議論が、実はイギリス君主

制をアメリカに復活させようとするものであ

って、「憲法の友」には受け入れられないこ

とを示したのである 61。

　以上、憲法起草者たちは共和主義的な政府

にふさわしい新たな執行権の概念を模索して

いたとする立場から、プラカッシュとラムゼ

イの「執行府外務権限論」とその土台になっ

ている「単一執行府論」に潜む問題点を明ら

かにしてきた。マディソンの言うとおり、こ

うした議論が「憲法の友」にとって受け入れ

難いのであれば、「執行府外務権限論」の理

論的正当性は失われ、大統領の「残余的」執

行権によって「宣戦布告を伴わない戦争」を

正当化し、戦争権限決議を「骨抜き」にしよ

うとする試みも許されないことになる。

　だが、私たちはここで議論を終えることは

できない。というのも、大統領の「残余的」

執行権に頼らなくても、大統領の最高司令官

としての権限を根拠とすれば、戦争権限決議

を「骨抜き」にするのみならず、それを完全

に葬り去ることができると主張する論者が現

れたからである。その人物こそ、司法省法務

局の法律顧問として、ジョージ・W・ブッシ

ュ政権の「テロとの戦い」を支え、「帝王的

大統領制」を復活させた法学者のジョン・ユ

ーに他ならない。では、ユーは一体何を根拠

としてこのような主張を行なうのだろうか。

あるいは、彼は「戦争という犬に鎖をかけ」
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その抜け道を探すことを強いられたのであ

る。

　だが、法学者のジョン・ユーはこうした迂

回戦略を取る必要があるとは考えない。とい

うのも、戦争権限決議をめぐるこれまでの論

争は、それに賛成する「議会主義者」のみな

らず、反対する「大統領主義者」までもが、

誤った前提で議論を進めていたからであり、

この前提に立ち帰ることによって、戦争権限

決議を言わば正面から突破できると考えるか

らである 62。彼によると、憲法起草者たちは、

大統領が行なう戦争を事前にチェックするた

めに議会に宣戦布告の権限を与えたのではな

かった。というのも、宣戦布告は、主権国家

が交戦状態にあることを法的に確認するため

の形式的な手続きにすぎなかったからであ

る。

　実際、当時の国際法の権威であったグロテ

ィウス、プーフェンドルフ、ヴァッテル、ビ

ュラマキなどは、宣戦布告の役割を、主権国

家が行なう戦争行為を海賊行為や略奪などか

ら区別し、それに国際法上の保護を与えるこ

とに見出していたが、すでに 17 世紀頃まで

には戦争を開始する前に宣戦布告を出すとい

う習慣は形骸化していた 63。その証左となる

のが、イギリスの経験であり、イギリスが

17 世紀から 18 世紀にかけて８回行なった戦

争のうち、事前に宣戦布告を出したのは１回

だけであった。ユーはこうした一連の事実か

ら、アメリカの憲法起草者たちにとっても、

宣戦布告の役割は、事前に戦争に許可を与え

たり、戦争の開始を宣言することにはなかっ

たとする結論を導き出したのである 64。

　では、憲法起草者たちは本当に宣戦布告の

権限を、法的な手続きにすぎないと考えてい

たのだろうか。実は、1970 年代に戦争権限

決議が議論された際にも、憲法起草者たちが

宣戦布告にどのような意味を込めていたかと

いう問いは議論の的になった。その中心とな

った歴史学者のチャールズ・ロフグレンは、

18 世紀の時点でヨーロッパでは宣戦布告が

あまり利用されなくなっていた事実を認める

とともに、宣戦布告が単なる儀式だったので

はないかという疑いにも十分に理由があると

考えていた。だが、当時ロフグレンらは、宣

戦布告を単なる儀式と解釈すると、憲法の中

に戦争を始める権限がどこにも見当たらなく

なってしまうので、こうした解釈は誤りだと

考えた。当時の歴史状況から判断すると、ア

メリカがヨーロッパ大国との戦争に巻き込ま

れたくないのは明らかであったが、戦争を完

全に否定できるとは考えていなかったことも

また確実だったからである。そこでロフグレ

ンは、18 世紀の用法には反するが、憲法起

草者たちは宣戦布告の権限を「戦争を開始す

る権限」として新たに定義し直し、それを議

会に与えたのではないかと推測したのであ

る 65。

　これに対し、ジョン・ユーはロフグレンら

が不必要な想定をしていると批判する。ユー

によると、18 世紀のイギリスにおいて宣戦

布告の役割が単に交戦状態を法的に確認する

ことにすぎなかったという事実の裏返しは、

国王が戦争を開始する権限を持っていたとい
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権に訴えなくても、最高司令官としての権限

だけを根拠とすれば、それで事足りるからで

ある。

　では、ユーは一体何を根拠として、アメリ

カ憲法の起草者たちが、イギリス君主制をモ

デルにして大統領に戦争を開始する権限を与

えたと言い張るのだろうか。彼の議論の輪郭

を理解するうえで欠かせないのは、1776 年

のアメリカ独立宣言と 1787 年の連邦憲法制

定の間に政治理論的な断絶があったとする歴

史学者ゴードン・ウッドの説である 68。従来、

アメリカでは王族や貴族がいなかったことか

ら、フランス革命後に見られたような反動は

なかったとするのが通説であったが 69、ウッ

ドはこれに異議を唱え、憲法制定を推進した

「フェデラリスト」たちは実はイギリス君主

制を模範と仰ぐ貴族主義者だったと示唆し

て、大きな反響を呼んだのである。ウッドは

アメリカ独立革命によって、君主制を否定す

る共和主義が勝利を収めたこと自体は否定し

ない。だが、ペンシルバニア邦、ヴァージニ

ア邦など、その直後に制定された「第１波」

の邦憲法では、「自由の友」と見なされた立

法府に権限が集中し、それが今度はジェファ

ーソンが「ヴァージニア覚書 70」で言う「立

法府の独裁」を招くのではないかという危惧

を生み出すことになった。

　こうした立法府を優位とする邦政府が、独

立戦争後の社会的な混乱にうまく対処できな

いことを見た貴族主義者たちは、モンテスキ

ューの言う「権力分立」論を援用しながら、

議会から執行府を独立させて「精力的な執行

うことに他ならない。アメリカ憲法起草者た

ちも、大統領を全軍の最高司令官に任命した

際、イギリス君主制をモデルにして、彼に単

独で戦争を開始する権限を与えた―このよう

に解釈すれば、わざわざ 18 世紀の用法に反

して、宣戦布告の権限を「戦争を開始する権

限」と読み直す必要もないと言うのであ

る 66。

　ユーはさらに、この解釈が憲法のテキスト

からも導き出せると言う。というのも、憲法

はその第１条第 10 節で、各州が連邦議会の

同意を得ずに「戦争行為をすること（engage 

in war）」を禁じているが、もし憲法起草者

たちが議会に戦争を開始する権限を与えるつ

もりなら、「戦争を宣言する（declare war）」

という文言ではなく、これと同じ「戦争行為

をする（engage in war）」という文言を使っ

たはずである。これは彼らが、「戦争を宣言

する」ことと、「戦争行為をする」ことを区

別して考え、議会に前者の権限だけを与える

つもりであったことを示唆している。ユーは

このように論じることで、宣戦布告の権限が

戦争を開始する権限を意味しないことは明ら

かだとしたのである 67。

　こうしたユーの議論が戦争権限決議を「骨

抜き」にするどころか、それを完全に葬り去

ろうとするものであることは一目瞭然であ

る。というのも、仮にユーの指摘するとおり

であれば、大統領は「宣戦布告を伴わない戦

争」のみならず、全てのカテゴリーの戦争を

単独で開始することができるようになる。し

かも、その際、政府の慣行や「残余的」執行
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２．共和主義連続説とハミルトンの『ザ・フ

ェデラリスト』第 69編

　では、私たちはこうしたユーの議論をどの

ように評価すればよいのだろうか。たしかに

ジェファーソン、マディソン、ハミルトンら

「フェデラリスト」たちは、ペンシルバニア邦、

ヴァージニア邦などの「第１波」の邦憲法に

おいて、「立法府の独裁」が生じることを危

惧しており、ニューヨーク邦、マサチューセ

ッツ邦、ニューハンプシャイア邦など、議会

からある程度執行府を独立させた「第２波」

の邦憲法を賞賛していた。

　だが、彼らが「立法府の独裁」に対処する

ために新たに大統領制を設けたのは、党派的

な利害に左右されがちな議会と大統領を「対

抗」させることによって、議会での討議をよ

り理性的なものとすると同時に、共和主義を

より安全なものとするためであって 73、共和

主義自体を否定したり、イギリス君主制を復

活させようとするものではなかった。政治学

者のマーティン・ダイアモンドの表現を借り

ると、憲法起草者たちは、「共和主義の病」

に「共和主義の治療法」で対処しようとした

のであって 74、マディソンの言うとおり、権

力分立は共和主義を安全なものとするための

「用心」にすぎなかったのである。

　また、アメリカ独立革命と連邦憲法制定の

間に「テルミドールの反動」と似たような反

革命があったとするウッドの説に対しては、

同僚の歴史学者の間から異論の声が出ている

ことにも注意すべきであろう。例えば、その

府」を確立することを主張、ニューヨーク邦、

マサチューセッツ邦、ニューハンプシャイア

邦など、遅れて制定された「第２波」といわ

れる邦憲法で、執行評議会を廃止して執行府

の長を「単一制」にする、知事に独立の選挙

基盤を与える、知事の再選を可能にする、知

事に制限付き拒否権を与えるなどの改革を行

ない、執行府を立法府からある程度独立させ

ることに成功した。ウッドはこうした「第２

波」の邦憲法で勝利を収めた貴族主義者たち

が、「シェイズの反乱」などに代表される国

内秩序の混乱に危機感を抱き、強力な全国政

府の確立を推進する「フェデラリスト」にな

ったと示唆するのである 71。

　ユーはこうしたウッドの説に立脚しなが

ら、次のように論じて行く。すなわち、ニュ

ーヨーク邦、マサチューセッツ邦、ニューハ

ンプシャイア邦において、議会からある程度

独立した地位を与えられた知事は、同時に最

高司令官でもあるとされ、彼は議会の承認が

なくても戦争を開始する権限を持っていた。

しかも、当時これらの邦憲法は人類の叡智が

集約された最高の憲法であると見なされてお

り、連邦憲法の起草者たちもこれらの邦憲法

を高く評価していた。ユーはここから、彼ら

が大統領を全軍の最高司令官とした際、大統

領に戦争を開始する権限まで合わせて与えた

ことは明らかだと考えたのである 72。
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たクロムウェルが、後に護国卿となって軍事

独裁を敷いたことなどを例に挙げて、平時に

おける常備軍の危険を指摘していたが 77、独

立後のアメリカの人々にとって、こうした軍

事独裁の危険は遠い昔の話ではなく、非常に

身近な体験でもあった。というのも、アメリ

カ「独立宣言」でも述べられているように、

彼らはイギリス国王ジョージ３世がアメリカ

に「議会の同意に基づくことなく常備軍を配

置」し、その後、「軍部をして文官より独立し、

また優位に立たしめるよう措置したこと」を

直接体験しているからである 78。

　そこで、憲法制定に際して行なわれた議論

でも、こうした共和主義の伝統を汲む「アン

チ・フェデラリスト」たちは、「人々から独

立したところに置かれた軍は、公共的自由を

踏みにじるだろう」、「野心のある者は、軍を

自らに仕えさせて王座につき、絶対的権力を

手にするだろう」、「支配者は大規模な常備軍

を維持するために権力を簒奪するのみなら

ず、常備軍が自らの存続のために政府の仕組

みそのものを変えてしまうだろう」などと主

張して、大統領が軍事独裁者になる危険を繰

り返し指摘したのである 79。

　さて、こうしたポーコック史観に立ってジ

ョン・ユーの戦争権限に関する議論をより具

体的に見て行くと、次のような問題点が浮か

び上がってくることが分かる。まず第１に、

18 世紀のイギリス国王の権限には戦争を開

始する権限と戦争を宣言する権限の両方が含

まれていたが、仮にユーの指摘するとおり、

アメリカ憲法起草者たちがこのモデルをその

筆頭である J・G・A・ポーコックは、共和

主義の連続説を唱えているが、ポーコックを

支持するランス・バニングはその証拠として、

第Ⅱ章で紹介した「パシフィカス対ヘルビデ

ィウス論争」を挙げている 75。この論争は、

憲法制定後、イギリス君主制をモデルにして

執行権の拡大を図ろうとする財務長官ハミル

トンと、共和主義の観点からそうした動きを

警戒する国務長官ジェファーソンとマディソ

ンの思想的対立を抜きにしては考えることが

できないが、バニングによると、こうした論

争の存在自体、共和主義の精神が憲法制定後

にも引き継がれていることを示しているので

ある。

　このように、共和主義の伝統が独立革命か

ら連邦憲法制定まで引き継がれてきたとする

ならば、憲法起草者たちは大統領の戦争権限

を厳しく制限したと考えなければならない。

というのも、すでに歴史学者のバーナード・

ベイリンが明らかにしたように、アメリカの

人々は独立革命前から、アルジャーノン・シ

ドニー、ジョン・トレンチャード、トーマス・

ゴードンらイギリス「カントリー派」と呼ば

れる人々の共和主義の思想を「カトーの手紙」

などのパンフレットを通じて「飲み込むよう

に」吸収したが、この「カントリー派」の人々

は、国王が常備軍を利用して軍事独裁を招く

危険を何度も指摘していたからである 76。

　「カントリー派」の人々は、ローマ時代に

カエサル（シーザー）が元老院の権限を蔑ろ

にして軍事独裁を行なったこと、ピューリタ

ン革命のとき、鉄騎隊によって王党派を破っ
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　この問いについて、ユーの説に対する最も

強力な反証になるのは、『ザ・フェデラリスト』

第 69 編でハミルトンが展開した議論である。

ハミルトンはここで、新憲法で提案されてい

る大統領の権限が、イギリスの国王のそれに

似ているのではないかとの懸念を表明した

「アンチ・フェデラリスト」に答えて、次の

ように論じた。

大統領は合衆国陸海軍の最高司令官で

ある。この点に関する大統領権限は、イ

ギリス国王の権限と名目上は同一であ

るが、実質においてはすこぶる劣って

いる。大統領権限は、合衆国の最高陸

軍司令官ならびに最高提督として陸海

軍に対しする最高の指揮命令を下すに

とどまっているのに、イギリス国王の

権限は、宣戦し、陸海軍を徴募し統轄

することにまで及んでいる。これらの

権限はあげて、目下検討中の憲法によ

れば立法部に割り当てられることにな

っている。

他方、ニューヨーク知事は、邦憲法に

よって民兵と海軍の指揮権だけを与え

られている。しかし、いろいろな邦の

憲法は、その知事を陸海軍の最高司令

官であると規定している。この点で、ニ

ューハンプシャーとマサチューセッツ

の憲法が、それぞれの知事に、合衆国

大統領が要求できる以上の権限を与え

られていないかというと、それはかな

まま受け入れたのだとすれば、なぜ彼らがわ

ざわざ宣戦布告の権限だけを国王の「執行権」

から切り離して、それを議会に配置したのか

が全く説明できないという問題がある 80。第

Ⅱ章でも述べたように、これは憲法起草者た

ちが、イギリス君主制の「執行権」の概念を

換骨奪胎し、共和主義の観点から受け入れ可

能な新たな執行権の概念を模索していた証拠

と考えられるが、もう少し具体的に、彼らは

なぜ宣戦布告の権限を「立法的性質」のもの

として、議会に配置したのだろうか。

　これについて最も合理的な説明は、「はじ

めに」でも示唆しておいたように、憲法起草

者たちが、「戦争という犬に鎖をかける」つ

もりであったとするものであろう。彼らは、

ヨーロッパ列強の戦争を目の前で見てきた経

験から、「あらゆる政府の歴史が証明してい

るように、執行府こそが最も戦争に関心を持

っており、最もその誘惑に屈しやすいこと」、

したがって、「戦争という犬に鎖をかける」

必要があることを確信していたのである 81。

　だが、仮に宣戦布告の権限が「立法的な性

質」であることがたしかだとしても、それが

具体的に何を意味するのかは依然として明ら

かではない。すなわち、憲法起草者たちが議

会に宣戦布告の権限を与えたとき、彼らは議

会に戦争を開始する権限まで与えるつもりだ

ったのだろうか。それともユーの言うとおり、

彼らはイギリス国王の「執行権」や「第２波」

の邦憲法をモデルにして、大統領の最高司令

官としての権限の中に戦争を開始する権限ま

で含めていたのだろうか。
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の言葉が使われたときも、最高司令官は軍の

トップであって、彼は議会や大臣などの指示

に従うべきであるとされていた 83。また、ア

メリカ独立戦争の際、連合会議はジョージ・

ワシントンを最高司令官に任命し、その際、

彼に議会の指示や命令に「正確に従うこと」

を要求していたが 84、これが示唆しているの

は、こうした最高司令官の概念がアメリカで

も踏襲されていたということである。

　私たちはさらに、憲法起草者たちが、なぜ

文民である大統領を最高司令官に任命したの

かという点についても深く考えなければなら

ない。なぜなら、すでに 18 世紀において戦

争は少しずつ組織的に行なわれるようにな

り、専門的な知識をもった軍人でなければ、

戦争の指揮は困難になっていたからである。

それにも関わらず、憲法起草者たちがあえて

戦争の素人である大統領を軍のトップに据え

た背後には、やはり軍事独裁への恐れから、

軍の文民統制を確保するためであったと考え

られる。先述したように、憲法起草者たちは

宣戦布告の権限を「立法的な性質」のものと

考えていたが、大統領は憲法第２条第３節に

よって、「法律が誠実に執行されるよう配慮

する義務」を課せられている。しかも、ハミ

ルトンが言うように、アメリカ大統領はイギ

リス国王とは異なり、弾劾裁判を受け、有罪

判決を受ければ免職となる 85。したがって、

彼を最高司令官に任命すれば、彼を通じて軍

を文民統制の下に置き、「法の支配」を貫徹

することができるであろう 86。仮にこうした

解釈が正しいとすれば、ユーが示唆するよう

り疑問である 82。

　この重要な１節で、ハミルトンはユーの説

に大きな疑問を投げかけている。まずハミル

トンは後半部分で、大統領はたしかに陸海軍

の最高司令官であるが、その権限はニューハ

ンプシャーとマサチューセッツの邦憲法で知

事に与えられた権限より小さいであろう
4 4 4 4 4 4 4

こと

を示唆している。これが正しいとすれば、憲

法起草者たちが、これら「第２波」の邦憲法

を参考にして、大統領に戦争を開始する権限

を与えたとするユーの説はかなり疑わしくな

るであろう。次に、ハミルトンは前半部分で、

大統領は陸海軍の最高司令官であるが、宣戦

布告の権限や、陸海軍を徴募する権限がない

ため、イギリス国王の権限よりもはるかに劣

っていることをはっきりと述べている。これ

は、憲法起草者たちが、イギリス国王の権限

をモデルにしていたとするユーの説に対する

強力な反証になっていると言えるであろう。

　ジョン・ユーの議論について第２に指摘し

たい問題は、大統領に与えられた最高司令官

としての権限の解釈に関するものである。ユ

ーは、イギリス国王の権限や「第２波」邦憲

法の規定を参照しながら、この最高司令官と

しての権限を、大統領が単独で（議会の承認

を得ないまま）戦争を開始できる権限と解釈

するのだが、18 世紀当時、「最高司令官」は

文字通り戦場における軍のトップを示す言葉

であり、最高司令官が自らのイニシアチブで

戦争を開始することを認める者は誰もいなか

った。実際、17 世紀のイギリスで初めてこ
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領が「テロとの戦い」で捕えた「敵性戦闘員」

を「強化型」と呼ばれる拷問に近い手法を使

って尋問するとともに、対外諜報活動法

（Foreign Intelligence Surveillance Act）で

禁止されていた自国民に対する電子的サーベ

イランスを命じたことなどが、マスコミへの

情報漏洩などによって明らかになっていた。

では、このパネル・ディスカッションに集っ

た法学者たちは、ブッシュ大統領のこうした

権限濫用をどのように評価したのだろうか。

　パネリストの１人であったカトー研究所の

ロジャー・パイロンは、次のように述べて、

大統領の行為が権限濫用どころか、「執行権」

の正当な行使であると主張した。彼によると、

そもそも外交は法的な事柄ではなく、政治的

な事柄であるから、議会や裁判所がみだらに

介入すべきではない。ジョン・ロックが『市

民政府二論』で述べたように、自然状態に置

かれた人間は、自分の生命を保存するための

「執行権」を持っているが、人々は社会契約

によってそれを政府に委託したのであるか

ら、政府のどこかの機関がこの権限を持って

いるはずである。アメリカ憲法起草者たちは、

この「執行権」の一環として大統領に戦争を

行なう（make war）権限を与えたのであり、

彼はこれによって戦争をしたり、それに必要

な情報収集を行なうことができる。他方、議

会に与えられた宣戦布告の権限は、国家が交

戦状態にあることを宣告する司法的な役割を

果たすものにすぎないのであるから、議会は

これを踏み台にして、大統領の戦争や情報収

集活動を規制することはできない。よって、

に、憲法起草者たちが最高司令官の権限を大

幅に拡大解釈して、それに戦争を開始する権

限まで含めたと考えるのは、やはり無理があ

ると言わなければならないのである 87。

　以上、私たちは、大統領は最高司令官とし

ての権限に基づき、議会の事前の承認がなく

ても戦争を開始できる一方で、議会は宣戦布

告の権限を使って大統領の戦争をチェックで

きないとするジョン・ユーの説に潜む問題点

を指摘してきた。たしかに「フェデラリスト」

たちは、常備軍の設立を求めたことからも分

かるように純粋な平和主義者ではなかった

が、大統領が自らの栄光を求めて軍事的な冒

険に出ないようにするために、共和主義的な

憲法によって「鎖をかける」必要があること

を認めていた。それにも関わらず、ユーはア

メリカ憲法に見られたこうした共和主義的な

要素を否定することによって、イギリス君主

制をモデルとする全く新しい「帝王的大統領

制」を確立し、それを 21 世紀に甦らせるこ

とで、ジョージ・W・ブッシュ政権による強

権的な「テロとの戦争」に憲法上の言い訳を

与えたのである 88。

おわりに

　

　ジョージ・W・ブッシュ政権の「テロとの

戦い」が始まってからおよそ５年後の 2006

年 11 月、保守派の法学者の集まりであるフ

ェデラリスト協会で、「戦時における執行権」

をテーマとしてパネル・ディスカッションが

開かれた。すでにこの時点で、ブッシュ大統
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　こうしたエプステインの批判に対して、ユ

ーは「執行府の単一制が強力さを増すもので

あることは、異論のないところであろう。決

定、活動、秘密、迅速という特性からみれば、

一般に多数の人間が行なうよりは、一人の人

間が行なう方が、はるかにうまく行くもので

ある」と述べたハミルトンの『ザ・フェデラ

リスト』第 70 編を引用しながら 92、議会が

法を成立させて大統領の戦争に介入すると、

「決定、活動、秘密、迅速」という執行府の

長所が台無しになってしまうと反論した 93。

　だが、すでに私たちは、憲法起草者たちが

大統領を最高司令官に任命したのは、「法が

誠実に執行されるよう配慮する義務」を負っ

た大統領を軍のトップに据えることによっ

て、文民統制を確保するためであることを見

た。もし仮に大統領が議会制定法に反して戦

争を遂行することを許すならば、それは大統

領がこの憲法上の義務に違反すると同時に、

軍の独走を許すことを意味するであろう。事

実、18 世紀のイギリス国王ですら、名誉革

命以降、議会制定法を自らの裁量で改廃した

り、「執行停止」したりすることは許されな

かったことを考えると 94、「決定、活動、秘密、

迅速」という執行府の機能的属性だけを根拠

として、大統領に単独で戦争を遂行すること

を許すユーの考え方は、イギリス国王以上の

権限をアメリカ大統領に認めるものと言わざ

るを得ないのである。

　最後に、モンテスキューは『法の精神』の

中で、「君主制の精神は、戦争と領土の拡大

である。平和と慎みが共和主義の精神であ

ブッシュ大統領の戦争捕虜の尋問や、自国民

に対するサーベイランスは、仮に議会制定法

に違反しても合憲だと示唆したのである 89。

　こうしたパイロンのロック解釈は、リチャ

ード・コックスなどレオ・シュトラウスの影

響を受けた「新保守主義」の系統に属するも

のだが 90、アメリカ独立革命によって共和主

義の洗礼を受けたアメリカの人々が、ロック

の「執行権」の概念を受け入れたという証拠

はどこにもないのであり、これは「憲法の父」

であるマディソンが、「パシフィカス対ヘル

ビディウス論争」において、ロックやモンテ

スキューらの議論は、イギリス政府への忠誠

心によって歪められており、「偶像崇拝」に

すら近いものであったと評していることから

も明らかであろう。

　このような観点からすると、パネル・ディ

スカッションのもう１人の参加者であったシ

カゴ大のリチャード・エプステインが、本論

でも触れたハミルトンの『ザ・フェデラリス

ト』第 69 編を引用しながら、アメリカでは

イギリス国王の「執行権」の概念が継受され

ていないことを指摘したのは、慧眼だったと

言うべきだろう。エプステインによると、た

しかに議会の宣戦布告の権限が何を意味する

かということについては解釈の余地が残され

ているが、議会は少なくとも戦争を「認可す

る（authorize）」する権限を持っているはず

である。というのも、このように考えると、

大統領は単独で行動することができなくな

り、権力に対するするチェック機能が憲法の

中に残されるからである 91。
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メリカの戦争権限決議に対する関心は高く、日
米安全保障条約や自衛隊の海外派遣などとの関
連で国会で話題になることも多い。先行研究と
して、宮脇岑生『現代アメリカの外交と政軍関係：
大統領と連邦議会の戦争権限の理論と現実』、流
通経済大学出版会、2004 年。

２　ベトナム戦争当時の論点を網羅しているもの
として、“NOTE: Congress, the President and 
the Power to Commit Forces to Combat,” 81 
Harvard Law Review 1771 （1968）. 

３　この点について、Jack N. Rakove, “Taking 
the Prerogative out of the Presidency: An 
Originalist Perspective,” 37 Presidential Studies 
Quarterly 85 （2007）.

４　フランスのフィロゾーフたちの影響により、
アメリカ「建国の父」たちは諸外国と軍事同盟
を結ぶことについてきわめて慎重であり、通商
友好条約を結んで貿易を拡大し、平和的な関係
を構築して行くべきだと考えていた。Felix 
Gilbert, The Beginnings of American Foreign Policy, 
Harper Torchbooks 1961.

５　Arthur Sch les inger Jr . , The Imper ia l 
Presidency. Houghton Mifflin 1993.

６　William H. Rehnquist, “The Constitutional 
Issues- Administration Position,” 45 New York 
University Law Review 628 （1970）. John Norton 
Moore, “The Legality of the Decision to 
Intercede in Cambodia,” 65 American Journal of 
International Law 38 （1971）.

７　Gerhard Caper, “Constitutional Constraints 
on the Conduct of Foreign and Defense Policy: 
A Non-Judicial Model,” 43 The University of 
Chicago Law Review 463 （1976）. 裁判所がベトナ
ム戦争の「合法性」に関する判断を回避した判
例 と し て、Mora v. McNamara, 389 U.S. 934 

（1967）.
８　こうした見解は後に法学者のジョン・ハート・

イリィによっても支持されることになった。
John Har t E ly , War and Respons ib i l i t y : 
Constitutional Lessons of Vietnam and its Aftermath, 
Princeton University Press 1993.

９　ニクソン政権下における戦争権限決議の成立
経緯について、James Sundquist, The Decline 
and Resurgence of Congress, Brookings Institution 
1982, pp. 239-259.

10　Alexander M. Bickel , “Congress , The 
President and the Power to Wage War,” 48 
Chicago Kent Law Review 131 （1971）. Raoul　
Berger, “War-Making by the President,” 121 
University of Pennsylvania Law Review 29 （1972）.

11　Jonathan Elliot ed., Debates on the Adoption of 
the Federal Constitution, Vol. V, Burt Franklin, 
1888, pp. 140-141. 以下、Elliot V.

12　Elliot V, pp.438-439.

る 95」としたが、アメリカ憲法起草者たちが、

こうした共和主義の精神に基づいて憲法を設

計し、宣戦布告の権限を議会に配置したのだ

とすれば、アメリカの人々や議会はこうした

啓蒙主義の精神を実践に生かすために、戦争

権限決議の「抜け穴」を塞ぎ、改めて執行府

に「鎖をかけて行く」ことが求められるであ

ろう。だが、これはジョン・ハート・イリィ

の示唆するように、裁判所が「政治問題原則」

を破棄するだけで実現できる問題ではな

い 96。アメリカの人々自身による「帝王的大

統領制」に批判的な世論の後押しがなければ、

そもそも議会を動かして戦争権限決議の「抜

け穴」を塞ぐことはできないであろうし、裁

判所が「帝王的大統領制」に迎合する姿勢を

改めるとも考えられないのである 97。

　その意味において、戦争と平和の問題は法

的な事柄ではなく、政治的な事柄だとするパ

イロンの指摘は正しい。だが、政治と法は彼

の言うように簡単に分けることができるもの

ではない。ハーバーマスの指摘にしたがって、

政治の役割は「コミュニケイション権力」を

背景として「法の支配」を強力に推進し、そ

うすることで執行府による権限濫用を防止し

て行くことにあるとすれば 98、共和主義的な

政治をより一層強化して行くことで、戦争権

限決議の「抜け穴」を塞ぎ、それを厳格に執

行して行くべきだと論じることもできるはず

なのである。
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Imperial Presidency and the Belated Counter-
Revolution

TANABE Toshiaki＊

Abstract

　　Alarmed by the President Nixon’s unilateral use of war powers, the Congress 

passed the War Powers Resolution （WPR） in 1973, pledging to realize the ‘intention of 

the framers of the United States Constitution.’ Over the last forty years, however, 

WPR has been largely ‘eviscerated’ by presidents who simply refused to follow its 

prescribed procedures.

　　Several administration lawyers and conservative politicians have harshly criticized 

WPR, claiming that it is unwise, dangerous and unconstitutional. But why do they 

insist that WPR is unconstitutional? What is the constitutional theory lying behind 

their arguments? This Article explores these questions in three parts. 

　　In Part I, the Article traces the initial objection raised against the WPR in 1970s. 

At this stage, ‘presidentialists’ who objected to WPR tried to legitimize the 

‘undeclared war’ by appealing to the past government practice. Although this 

objection is still popular, the Article demonstrates that the theory lying behind these 

‘presidentialists’ suffer from serious flaws. 

　　In Part II, the Article takes up another challenge to WPR posed by the ‘Unilateral 

Executive Theory’ initially advanced by Reagan Administration lawyers. This theory 

has opened up the possibility to make the ‘undeclared war’ constitutional by enlisting 

the concept of ‘executive power’ found in the European theorists such as John Locke, 

Montesqueue and Blackstone. As the Article shows, however, the republicanism of 

American revolution sharply contradicts with these European concepts of ‘executive 

power.’

＊ Ph.D. in Political Science, Kobe University. 

P125-田邉.indd   155 2016/07/14   14:45:58



国　際　協　力　論　集　　第 24 巻  第 1 号156

　　In Part III, the Article addresses the latest challenge to WPR advanced by John C. 

Yoo. Based on the work of historian Gordon Wood, Yoo believes that framers of the 

constitution revered aristocracy and gave the President the same war powers as the 

British King. However, evidence such as Hamilton’s Federalist No. 69 makes it plain 

that Yoo’s contention is untenable.
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